
安 全 報 告 書安 全 報 告 書

【鉄道事業】

2026年7⽉



１．ごあいさつ ……P 1

２．輸送の安全に関する基本的な考え⽅
・安全基本⽅針
・安全⽬標

……P 2

３．安全重点施策 ……P 3

４．安全管理体制
・安全管理体制図
・安全管理の⽅法

……P 5

５．安全確保のための取り組み
・運転・施設の安全対策
・社員教育
・安全に対する投資

……P 7

６．⾃然災害時の対応 ……P17

７．事故・障害に関するご報告 ……P18

８．お客様との連携
・お客様の声
・お客様とのつながり

……P19

９．皆様へのお願い ……P20

１０．ご連絡先 ……P23

⽬ 次⽬ 次



１．ごあいさつ１．ごあいさつ

平素より遠州鉄道ならびに遠鉄グループをご利⽤いただきまして誠にありがとうござい
ます。また、当社鉄道事業に深いご理解をいただきまして厚くお礼申し上げます。
遠鉄グループは、鉄道・バスを中⼼とした運輸事業において培ってきた「安全・安⼼・
信頼」を経営の根幹としております。なかでも「もっとも重要なサービスは輸送の安全で
ある」という基本⽅針のもと、安全輸送を⽀える設備投資や⼈材育成、保安体制の強化に
継続して取り組んでおります。

2025年度におきましては、社会経済活動の本格的な回復に伴い、公共交通機関として
求められる役割が⼀層⾼まる中、安全性向上と安定輸送体制の確⽴に向けた取り組みを推
進してまいりました。
ハード⾯では、安全な運⾏を継続するため運転指令室のCTC装置、新浜松駅の継電連動
装置の更新、高架区間における耐震補強⼯事などを実施しました。また、さまざまなお客
様の安全性向上を⽬的として、第⼀通り駅のバリアフリー化⼯事を実施するなど将来を⾒
据えた安全投資を推進しております。
ソフト⾯では、視認性向上のため運転⼠の保護メガネの導⼊、新⼊社員振り返り教育や
脱線復旧訓練の実施など、万⼀の異常時に備え迅速な対応ができるよう努めております。
今後も、法令や規則を遵守し、地域のお客様から「安⼼して利⽤できる鉄道」として信
頼され続ける企業を⽬指し、全社員⼀丸となって取り組んでまいります。
尚、本報告書は鉄道事業法第19条の4に基づき、当社の「安全の確保のための取り組
み」を皆様に公表させていただくものです。お気づきの点がございましたら、率直なご意
⾒やご感想をいただければ幸いに存じます。

遠州鉄道株式会社

取締役社⻑ 丸 ⼭ 晃 司
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２．輸送の安全に関する基本的な考え⽅２．輸送の安全に関する基本的な考え⽅

2-1 安全基本⽅針2-1 安全基本⽅針

取締役社⻑は、輸送の安全の確保が事業経営の根幹であることを深く認識し、社内に
おいて輸送の安全の確保のために「輸送の安全に関する基本⽅針」を社⻑訓として次
の通り定め、社員に対し輸送の安全が最も重要であるという意識を徹底させる。

2-2 安全⽬標2-2 安全⽬標
「有責運転事故ゼロ・インシデントゼロ」を⽬標としております。
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遠州鉄道においては、社⻑以下全社員が⼀丸となって輸送の安全に取り組んでおります。

社 長 訓

～輸送の安全に関する基本方針～

遠鉄グループの事業経営の根幹は、運輸事業（鉄道、バス）が

長年に亘って築き上げてきた地域の皆様からの「安全・安心・信

頼」という評価で成り立っており、輸送の安全の確保ができなけ

れば、一瞬にして地域からの信頼を失う。言い換えれば、遠鉄グ

ループの事業は、運輸事業における安全運行が支えていると言っ

ても過言ではない。

我々鉄道事業に従事する者は、「輸送の安全こそが最も重要な

サービスである」ということを深く認識し、お客様が安心してご

乗車頂ける日本一の鉄道会社を目指す。

1. 最も重要なサービスとは、輸送の安全である。

2. 関係法令や社内規則を遵守しよう。

3. 現場の声をいかして安全の確保に努めよう。



３．安全重点施策３．安全重点施策
当社では安全方針に基づき、現場における2025年度の安全重点施策を以下のように定

め、取り組んで参りました。

3-1 2025年度 安全重点施策3-1 2025年度 安全重点施策
１．規律の遵守と職場規律の厳正

【運転】・・・取り扱い基準を遵守して事故防⽌に努め、職場規律の厳正で
安全な作業をする

【 駅 】・・・ルールを理解し、職場規律を守る事
【⼯務】・・・実施基準の遵守と定められたルールの徹底で事故ゼロを⽬指そう

２．正しい作業⼿順の徹底
【運転】・・・連絡の徹底と正しい作業⼿順で慣れや憶測による作業を防止する
【 駅 】・・・お客様の要望をよく聞き取り、正しい作業⼿順を⾏い笑顔で対応する
【⼯務】・・・正しい作業⼿順の実施により、作業内容を正しく理解する

3-2 2025年度 ⽉別実施項⽬3-2 2025年度 ⽉別実施項⽬

⽉別に取り組むテーマ（実施項⽬）を定め、点呼指導等において毎⽉全員に対して取組の
徹底と実施状況の確認を⾏っています。

４⽉
M. 運転⼠の⼼構え

10⽉
M. 触⾞事故防⽌と防衛運転

C. 執務態度の厳正 C. 負傷者急病⼈発⽣時の対応

５⽉
M. 旅客傷害事故の防⽌

11⽉
M. 地震発⽣時の対応

C. 扉開閉時の確認 C. 地震発⽣時の対応

６⽉
M. 天候異常時の取扱い

12⽉
M. 始終業点検の完全実施

C. 確実な出発合図 C. 終着駅での⾞内点検

７⽉
M. 事故発⽣時の処置

１⽉
M. 起動時の注意

C. 正確な情報の伝達 C. ⾞側監視の励⾏

８⽉
M. 指差確認喚呼の励⾏

２⽉
M. ⾞両故障時の取扱い

C. 指差確認喚呼の励⾏ C. ⾞両故障時の取扱い

９⽉
M. 踏切事故の防⽌

３⽉
M. 定時運転の確保と経済運転

C. 異常時の案内放送 C. ⾞内巡視の励⾏

（Ｍ）＝ 運転⼠ （Ｃ）＝ ⾞掌
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運輸区(乗務)
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４⽉
不慣れなお客様への

10⽉
業務知識の向上で

親切丁寧な応対 最良のサービス提供

５⽉ 旅客傷害事故の防⽌ 11⽉
異常時における対策と
避難誘導案内

６⽉ お客様第⼀主義の実践 12⽉ 安全総点検の対応
７⽉ 情報セキュリティ規程の遵守 １⽉ ⾃⼰の体調管理の徹底
８⽉ 多客時における接客接遇 ２⽉ お客様⽬線でのゆとりある応対
９⽉ 繁忙期での対応 ３⽉ 新規事例への正しい理解と処理

運輸区(駅務)

４⽉

整備⼼得の点検更新

10⽉

列⾞監視の徹底で触⾞事故防⽌
⾒張りの徹底で触⾞防⽌ 引継ぎの徹底でミス防⽌
作業前のKYTと⼿順確認で安全意
識を⾼めよう 連絡報告を密にし危険の芽を摘み取ろう

５⽉

検電接地の徹底で感電事故防⽌

11⽉

Wチェックによるうっかりミス防⽌
列⾞ダイヤを把握し安全作業 指差呼称喚呼の徹底で安全作業
事前の打ち合わせ、内容確認の徹
底で安全確実な作業

整理整頓の励⾏でより作業しやすい職場
に

６⽉

緊急時の他部署との連携を再確認

12⽉

倉庫内の整理整頓と⼯具の点検整備
基本動作の励⾏ ⼿洗いうがいの徹底で感染症予防
マニュアル、チェックリストに沿った作業
で思いこみ事故防⽌

情報共有を密に⾏い効率よく安全確実
な作業

７⽉
⽔分補給と休憩で熱中症予防

１⽉
⼿洗いうがいで感染症予防

適切な⽔分補給で体調管理 早期退避で事故防⽌
基本動作の徹底で確実な作業 作業の危険を把握して事故0を⽬指そう

８⽉

朝礼昼礼⼣礼で仲間の体調変化に
気づこう

２⽉

作業⼿順書による打合わせの徹底

⼗分な休養で熱中症防⽌ ⼿元⾜元注意でケガ防⽌
お互いに声を掛け合い安全意識を向
上しよう ⼿洗いうがいの励⾏で体調管理

９⽉

保護具の点検、適切な装着の実施

３⽉

安全帯の適切な着⽤で落下事故防⽌
情報共有を密に安全作業 打ち合わせの徹底
仕事に慣れた時こそ⼀歩下がって安
全確認 使⽤⼯具の適切な管理

上段︓電気掛 中段︓保線掛 下段︓⾞両掛

⼯務区
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４．安全管理体制４．安全管理体制
当社では、輸送の安全を確保するために「安全管理規程」を定め、この中で社⻑をトップとする安
全管理体制を構築し、法により選任が義務付けられている「安全統括管理者」「運転管理者」
等責任者の役割及び権限を以下のように規定しております。

4-1 安全管理体制図4-1 安全管理体制図

責任者 権限

取締役社⻑ 輸送の安全確保に関する最終的な責任を負う

安全統括管理者
（運輸事業本部⻑） 輸送の安全の確保に関する業務を統括する

運輸事業部⻑ 安全統括管理者の命を受け、輸送の安全の確保に関し、指導監督を⾏う

運転管理者
(鉄道営業所⻑⼜はこれに準ずる者)

安全統括管理者の指揮の下、運転に関する事項を統括する

乗務員指導管理者 運転管理者の指揮の下、運転⼠の資質の保持に関する事項を管理する

施設管理者 安全統括管理者の指揮の下、施設に関する事項を統括する

⾞両管理者 安全統括管理者の指揮の下、⾞両に関する事項を統括する

⼈事部⻑ 輸送の安全の確保に必要な⼈員計画に関する業務を統括する

総務部⻑ 輸送の安全の確保に必要な投資計画等に関する業務を統括する

取締役社⻑

⼈事部⻑ 総務部⻑

安全統括管理者
（運輸事業本部⻑）

運転管理者
（鉄道営業所⻑⼜はこれに準ずる者）
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施設・⾞両管理者
乗務員指導管理者
（⼯務区⻑）

乗務員指導管理者
（運輸区⻑）

運輸事業部⻑



4-2 安全管理の⽅法4-2 安全管理の⽅法

（1）鉄道安全マネジメント委員会の開催
鉄道営業所では、鉄道事業に携わる現場管理者である運輸区・⼯務区の助役以上
のメンバーに運輸事業本部のメンバーを加えた鉄道安全マネジメント委員会を毎⽉開
催し、事故、ヒヤリ・ハット報告や他社事例を通じ安全の確保に取り組んでおります。

（3）緊急対応体制
当社では事故や⼤規模地震などの⾃然災害のほか、テロやインフルエンザ等への
対応要領を定め、緊急時の対応体制を構築しています。
⼤規模地震に関しては、毎年9⽉の防災訓練時に体制の確認を⾏っており、台⾵
や局地的⼤⾬等の異常気象時には状況に応じて本社、現場それぞれに対策本部を
設置し、連携をとって安全の確保に努めております。

（2）ヒヤリ・ハット情報の収集・活⽤
乗務員だけでなく運転指令や駅員、⼯務区を含め、輸送の安全に関する「ヒヤリ・
ハット」情報を始終業点呼時や朝礼・終礼時などコミュニケーションの場を通して収集
しています。収集されたヒヤリ・ハット情報は、毎⽉開催される鉄道安全マネジメント
委員会で報告され、対策の検討、改善実施に取り組んでおります。

（4）経営トップによる現場巡視
社⻑及び運輸事業本部⻑（安全統括管理者）
が定期的に職場巡回を実施し、点呼執⾏状況
の確認や現場との意⾒交換をし、安全への取
り組み状況を確認しております。
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（5）内部監査と安全管理体制の強化
経営トップの輸送の安全確保への取組み状況
を確認するため、当社監査等委員が社⻑及び
安全統括管理者に対して監査を実施し、その
関与状況を確認しております。
また、リスクの洗い出しに基づき、輸送の安
全に関する規程の整備・周知状況、訓練の実
施状況等を事業部内での業務監査により定期
的にチェックし、⾒直し改善を図るとともに、
事業部外の監査室により安全マネジメントの
取り組み状況の監査を実施しております。
安全管理体制は、計画（Plan）⇒実⾏
（Do）⇒評価（Check）⇒⾒直し改善
（Act）の体制（PDCAサイクル）を維持して
いくことが⼤切です。安全体制については現
⾏の体制を是とするのではなく、経営計画と
ともに常に⾒直し改善に取り組んでおります。



駅監視システムを活⽤し、運転指令がモニターで各駅のホームや駅構内の状況を確
認することで、安全運⾏の向上に努めています。特に列⾞到着前にはホーム上の安
全確認や混雑状況、危険個所の有無を確認し事故の未然防⽌に取り組んでいます。
また異常時には速やかにモニター映像を確認し状況を把握するとともに、関係各所と
連携し,適切な対応を実施しています。今後も駅監視システムを有効活⽤し、お客
様の安全確保と安全・安定輸送の維持に努めてまいります。

５．安全確保のための取り組み５．安全確保のための取り組み

5-1 運転・施設の安全対策5-1 運転・施設の安全対策
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◆駅監視システムの導⼊

◆保護メガネの導⼊

列⾞運転時の視認性向上及び疲労軽
減による安全性向上を⽬的として、保
護メガネ(サングラス）を導⼊致しました。



当社の鉄道線は都市計画事業により路線のおよそ3分の１が⾼架化されましたが、供
⽤から30年を超える第1期⾼架区間では、⼤規模地震に備える耐震補強⼯事を進
めるとともに、⾼架駅へのエレベーターや多機能トイレの設置等バリアフリー改修を進め
ております。
2025年度は、第⼀通り駅東側橋脚の耐震補強⼯事を実施するとともに、第⼀通り
駅のバリアフリー化⼯事を進めて参りました。
引き続き2026年度は第⼀通り駅北側橋脚4基の耐震補強⼯事ならびに第⼀通り
駅のバリアフリー化改修⼯事の完成を進めて参ります。
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◆耐震補強⼯事とバリアフリー改修⼯事

【第⼀通り駅耐震補強⼯事】

【第⼀通り駅バリアフリー⼯事】
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【各駅⾮常時案内モニター＆⼀⻫放送装置の設置】
「⾮常時案内モニター」は平常時は広告やお知らせを表⽰しますが、遅延や運休が発⽣
した際に運⾏情報を表⽰します。

【遠州病院駅】→

←【第⼀通り駅】

【主要駅へのAED設置】
新浜松・第⼀通り・遠州病院・上島・遠州⻄ヶ崎・浜北・⻄⿅島各駅に設置
（18駅中7駅に設置）

また、指令センターから「⼀⻫放送装置」を使って、すべての駅
に⼀⻫放送することができます。

◆軌道（レール）の安全対策
【重軌条化及びロングレール化⼯事】
(遠州芝本駅〜遠州岩⽔寺駅間)

現在敷設されている40Nレールを、より強度
の⾼い50Nレールに交換（重軌条化）し、
レールの耐久性を向上させました。
あわせて、レール同⼠のつなぎ⽬（継⽬）を
なくすため、ロングレール化を実施しました。こ
れにより、継⽬部で発⽣しやすい段差、ゆる
み、振動を抑制します。
これらの対策により、軌道のゆがみ（軌道狂
い）の発⽣を抑制し、列⾞⾛⾏の安定性を
⾼めることで、鉄道運⾏の安全性向上を図
ります。

【踏切連接軌道ブロック交換⼯事】
遠州⼩松駅南側の遠州⻄ヶ崎7号踏切にお
いて連接軌道ブロック交換⼯事を実施しました。
この⼯事では、摩耗・損傷した連接軌道ブロッ
クを交換し、踏切部の軌道状態を改善しまし
た。これにより、列⾞通過時の動揺低減と保
守性の向上を図り、踏切利⽤者および列⾞
運⾏の安全性向上に寄与します。
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信号・踏切・電路・通信などの鉄道電気設備の更新および改良に取り組んでおります。
列⾞が運⾏している時間帯には実施できない作業については、運⾏終了後の深夜に⾏い、昼
夜を問わず列⾞の安全運⾏を⽀えております。

◆電気設備の更新

【CTC装置の更新】
全線の運⾏状況の把握および遠隔制御を、遠州⻄ヶ崎に所在する運転指令室にて⾏うための設
備です。⾃動⾞学校前駅、さぎの宮駅、積志駅に設置されている駅装置および、遠州⻄ヶ崎駅に
設置されている中央装置と電源装置を更新いたしました。

[吊架線の更新】
電⾞が安定して電⼒を集電できるようにするた
めの設備です。新浜松駅から⼋幡駅までの区
間にある設備を更新いたしました。

[継電連動装置の更新】
信号機や転てつ器などを相互に連動させて動
作させるための制御設備です。新浜松駅の装
置本体に加え、各現場機器までのケーブルも更
新いたしました。
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◆電気設備の更新

[踏切警報灯の更新(全⽅向LED化)】 【押しボタン看板の更新】
2025年度は3踏切を更新し、通⾏される⽅に対する視認性が向上いたしました。
加えて警報灯の数を減らすことができたため、省エネルギー化に加え、点検作業量の削減にも寄与
しております。また、⾮常押しボタン案内看板のデザインを、より視認性の⾼いものへ刷新しています。

[変電設備(電源装置)の更新】
変電所内の各機器の操作機構や配電盤
の継電器等を動作するための電源を作り
出す装置です。⼩林変電所の装置を更
新いたしました。

[柱上変圧器の更新】
⾼圧で送電されている電気を降圧して、信号
設備や踏切設備の電源として使⽤するための
設備です。第⼀通り駅、遠州病院駅、岩⽔寺
１号踏切の設備を更新いたしました。



・⾮常⽤設備の視認性向上
⾮常通報装置・⾮常⽤ドアコックの設置位置や使⽤⽅法を
ピクトグラムを活⽤したわかりやすい表⽰としています。

・前⽅監視カメラ
列⾞運⾏妨害⾏為や事故
等が発⽣した際の状況確認
及び原因究明を⽬的として、
前⽅監視カメラを設置して
います。

・注意喚起表⽰
ドア開閉時や通⾏時の注意喚起
ステッカー等を設置しています。

・避難梯⼦
万⼀、事故等が発⽣した
場合、⾞外にお客様を避
難誘導するための⾮常⽤
避難梯⼦を搭載しています。

・転落防⽌幌
お客様が誤ってホームから
線路上に転落しないように、
ゴム製幌を⾞両連結部に
設置しています。

◆⾞両設備の安全対策（⼀例)

【電機品他更新】
ATS受信器内蔵電源5台の更新、⾼圧ヒューズの取替、⾞両連結部幌⽣地の張替整備(2編成分)
等を実施しました。

◆⾞両設備の更新・整備
【⾞輪交換・⾞輪削正】
⾛⾏に伴う⾞輪の摩耗や踏⾯損傷等を修正し、不快な⾳や振動の発⽣を抑制することで、安全・
快適な⾛⾏の維持を図るため、⾞輪交換1両、⾞輪削正10両の実施をしました。
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⾞輪交換▶

▲ATS受信器内蔵電源取替

◀ヒューズ取替

連結部幌⽣地張替▶



◆業務研修会
運転部⾨、駅部⾨に分かれて業務研修会を年2回実施しています。
運転部⾨の研修では、過去の事故や故障の事例研究や避難梯⼦の使⽤⽅、扉吸込
み事故の防⽌について学習し、安全意識の向上を図るとともに、技術担当による講習
も合わせて実施しています。2025年度は異常時の対応訓練としてヒューズの取り換え、
⾞両連結の⼿順、列⾞搭載の避難梯⼦訓練を⾏いました。
駅部⾨においては、テコ盤講習、⾞両の連結⼿順、異常時対応訓練等を⾏いました。

5-2 社員教育5-2 社員教育

（１）安全教育
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◆災害対応訓練（脱線復旧訓練）
⼤規模地震の発⽣や踏切事故等による万⼀の事態に備え、脱線復旧訓練を実施し
ています。
2025年度は静岡鉄道様並びに天⻯浜名湖鉄道様と3社合同で、⾃然災害等で列
⾞が脱線した場合を想定した旅客の避難誘導訓練、⾞両の脱線復旧訓練を実施しま
した。本訓練により、災害等発⽣時の対応⼿順の確認および早期復旧の実現を図ると
ともに、各社との連携強化を図りました。



◆地震防災訓練
⼤規模地震の発⽣等による万⼀の事態に備え、
「地震防災訓練」、「津波防災の⽇」にあわせ
緊急地震発報訓練を実施しました。運転部⾨
では、運⾏中のすべての⾞両を⼀旦停⽌させ
安全確認の報告をする訓練、駅部⾨では案内
放送や避難場所の確認、避難誘導経路確認
など、異常時の対応⽅を確認しました。

◆運転⼠の⾃社養成
当社では運転⼠の育成のため、⾃社内で教育
指導担当者を選任し、専属で60⽇以上にわ
たって集中教育を実施し、⼗分な実⼒を備えて
から国家資格である「動⼒⾞操縦者運転免許
試験」を受験します。
学科・実技ともに⾃社内で教育を実施すること
で、実際に運⾏する線区、⾞両にあった教育が
可能になり、この教育を通して実践に即した安
全の基本を徹底的に⾝に付け、鉄道運転⼠と
して養成されます。
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◆新⼈振り返り教育
今年度初めて新⼈運転⼠、新⼈⾞掌の振り
返り教育を実施いたしました。これまでの業務内
容を確認したうえで、安全に関する課題の抽出
を⾏いました。特に確認不⾜や思い込みによるリ
スクについて共有し、指差確認喚呼及び基本動
作の徹底を確認しました。また、異常時の対応
⽅を振り返り、いざという時に対応できるよう訓練
を⾏いました。引き続き定期的な教育・指導を⾏
い、安全意識の定着を図ってまいります。

◆多様なお客様への安全対応⼒の向上
交通サポートマネージャー研修や声掛けサポー
ター養成講座の受講により多様なお客様への適
切な対応⼒を⾼め、安全・安⼼な利⽤環境の
確保と安全性向上に取り組んでいます。



（２）資質管理

◆健康管理の徹底
鉄道営業所では職場安全衛⽣委員会を毎⽉開催し、職場における労働安全の意識
づけや健康管理の増進を図るとともに、半期ごとに鉄道以外の事業を含めた会社全体
で本部労働安全衛⽣委員会を開催し、⼀体となった管理体制をとっています。
職場においては定期健康診断、睡眠時無呼吸症候群（SAS)、50歳以上では脳
MRI検査を定期的に実施し結果における要注意者や再検査者のフォローを徹底して、
健康管理の強化並びに健康状態の把握改善に努めております。

◆出勤時・退勤時のアルコールチェック

◆ヒューマンファクター学習
ヒューマンエラーによる事故の防⽌を図るため、⻄
⽇本旅客鉄道様作成のマニュアルを参考にさせ
ていただき、ヒューマンファクター学習を実施して
おります。
ヒューマンファクター（⼈的要因）で陥りやすい
⾏動について、毎⽉テーマを決めて点呼時に設
問を与え、繰り返し学習しています。毎⽉繰り返
し継続して学習することで、より強い意識付けを
図っています。

当社では安全輸送の確保を最優先とし始業時及
び終業時にアルコールチェックを実施しています。
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◆アンガーマネジメント研修
安全意識向上の取り組みの⼀環としてアンガーマネジメント（⼊⾨編・叱り⽅
編）研修に取り組んでいます。感情を適切にコントロールし、冷静な判断⼒の維
持や円滑なコミュニケーションを図ることで、異常時を含めた安全・安⼼な輸送の
提供に努めています。



2025年度の鉄道事業に関する総投資額は6億1百万円で、このうち総投資額
の約89%にあたる5億35百万円を安全に関する投資として計上しました。
安全関連の主な投資として、⾼架橋脚の耐震補強⼯事、継電連動装置の更新、
ロングレール化⼯事を実施しております。

5-3 安全に対する投資5-3 安全に対する投資

分類 主な⼯事 投資額

⽼朽化設備の更新 継電連動装置の更新、CTC装置の更新等 239

⾞両・その他 ⾞輪交換等 11

保安・防災対策 耐震補強⼯事等 149

安定輸送対策 ロングレール化⼯事等 136

単位︓百万円2025年度 主な安全投資
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安全関連
89%

その他
11%

【2025年度の投資】

安全関連 その他



◆台⾵の対応

当社沿線に設置された⾬量計により、降⾬量が規制値を超えたときは運転を規制⼜は中⽌
します。また、降⾬量が規制値内であっても、状況により速度を落としたり、運転を⾒合わせる
場合があります。

＊集中豪⾬等により河川が氾濫し、当社施設に浸⽔の被害が想定される場合、新浜松駅
⼜は⻄⿅島駅へ⾞両を退避させる場合があります。

◆⼤⾬の対応

６．⾃然災害の対応について６．⾃然災害の対応について
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◆地震の対応
早期地震通報システムにより気象庁が発信する緊急地震速報を受信した場合、⾃動で発報
信号（無線通信による警⾳）を全列⾞に通報し、震度4以上の場合は、全列⾞を直ちに安
全な場所に停⽌させます。

地震発⽣後の被害状況の確認、安全点検の実施により運⾏再開⼜は中⽌を判断します。

台⾵接近時の対応としては、⼤⾬時の対応及び暴⾵時の対応⽅に準じて速度規制や運転
を⾒合わせます。
【計画運休について】
⼤型の台⾵接近に伴い、当社鉄道線がその進路上にあり、「暴⾵域」に⼊る等運⾏に重⼤な
⽀障が⾒込まれる場合は、あらかじめ運⾏を中⽌する「計画運休」を実施する場合がありま
す。（事前に当社ホームページ等で告知します）

◆暴⾵の対応
当社沿線に設置された風速計により風速を観測しており、風速が規制値を超えた場合には、
運転規制を実施します。
また、風速が規制値内の場合でも乗務員からの強風の連絡があった場合は、安全を確保する
ために速度を制限して運⾏する場合があります。

◆運⾏の再開について
運転を中断した場合、安全に電⾞を⾛らせることを確認した後に運転を再開いたします。
⼤型の台⾵や地震、豪⾬の場合は、⾬量や⾵速の規制値だけでなく、当社係員による線路
等の施設点検等により安全の確認ができ次第運転を再開いたします。
（被害状況によっては、運転の再開に時間がかかる場合がありますのでご了承ください）



（１）鉄道運転事故
発⽣しておりません。

（２）輸送障害（30分以上の遅延や運休）
2件発⽣しました。
内訳は、踏切架線障害1件、踏切事故1件です。

（３）インシデント（事故の兆候）
発⽣しておりません。

７．事故・障害に関するご報告７．事故・障害に関するご報告

2025年度の事故等の発⽣件数を、以下の通りご報告いたします。

7-1 2025年度 事故発⽣件数7-1 2025年度 事故発⽣件数

※上記件数は国⼟交通省令「鉄道事故等報告規則」に基づき、 以下の分類により中部
運輸局に届出したものです。

鉄道運転事故 列⾞衝突事故、列⾞脱線事故、列⾞⽕災事故、踏切障害事故
道路障害事故、鉄道⼈⾝障害事故、鉄道物損事故

輸 送 障 害 鉄道運転事故以外で運休や30分以上の遅延が発⽣したもの

イ ン シ デ ン ト 鉄道運転事故等が発⽣するおそれがある事態
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2023 2024 2025

（１）鉄道運転事故 1 0 0

（２）輸送障害 5 5 2

（３）インシデント 0 1 0



（2）電⾞教室の開催
沿線の⼩学校・幼稚園を対象に開催して
いる『電⾞教室』では、安全に電⾞をご利
⽤いただくために切符の買い⽅や乗り⽅、
⾞内のマナーなどを楽しく学んでいただいて
おります。
2025年度は、39校 3,140名の皆さま
にご参加いただきました。

（1）遠鉄電⾞トレインフェスタの開催
⽇頃のご利⽤に感謝を込めて、例年、⻄⿅島駅の⾞両⼯場と⻄ヶ崎駅にてトレインフェ
スタを開催し、地域にお住いのご家族連れや鉄道ファンの皆様に「あかでん」とふれあい
楽しいひと時をお過ごしいただいております。2025年度はあいにくの天気でしたが⻄ヶ崎、
⻄⿅島両会場に合わせて1,256名のお客様にお越しいただきました。

８．お客様との連携８．お客様との連携

8-1 お客様の声8-1 お客様の声

鉄道部⾨に直接寄せられるお客様の声は、電話・⼿紙・メール等をはじめ、バス部⾨
（運輸事業本部）や遠鉄グループ代表ホームページを通じて、多数のご意⾒・ご要望を
いただいております。
2025年度は鉄道部⾨に対し56件のご意⾒・ご要望・お問合せをいただき、速やかな回
答に努めるとともに、サービス向上や施設改善の参考とさせていただいております。

8-2 お客様とのつながり8-2 お客様とのつながり
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発⾞間際の駆け込み乗⾞は⼤変危険です。転倒したりドアに挟まれたりして怪我や事故に
つながるだけでなく、運⾏の遅れの原因にもなりご乗⾞のお客様にもご迷惑が掛かりますので、
ドアが閉まりかけたときは無理をせず次の電⾞をお待ちください。
また割り込み乗⾞はお客さま同⼠のトラブルの原因にもなりますのでお⽌め下さい。
マナーを守り整列乗⾞にご協⼒ください。

◆駆け込み乗⾞はおやめください

線路への置⽯や物の放置、列⾞への投⽯等、列⾞運⾏を妨害する⾏為は、いたずらであっ
ても、「列⾞往来危険」「器物損壊」等の犯罪となります。
また線路内への⽴ち⼊りは、列⾞と接触する恐れもある⼤変危険な⾏為です。列⾞の運⾏
に遅れが⽣じ、ご乗⾞のお客様のご迷惑になるだけでなく重⼤な事故につながりますので、絶
対にお⽌めください。列⾞の安全な運⾏と定時運⾏の確保にご理解ご協⼒をお願いします。

◆線路への⽴ち⼊り・列⾞妨害の禁⽌

９．皆様へのお願い９．皆様へのお願い
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電⾞内での携帯電話の通話は、周りのお客さまのご迷惑となりますのでご遠慮ください。また
優先席付近では、混雑時には電源をお切りいただくようご協⼒をお願いします。
駅構内やホーム上での歩きながらのスマートフォン操作（歩きスマホ）は周囲のお
客様の迷惑になるだけでなく、ホームからの転落や列⾞との接触、転倒など、思わぬ
怪我や事故につながる恐れがありますのでお⽌めください。
モバイルバッテリーは、強い衝撃や圧⼒、熱などにより発⽕する危険性があります。
異常を感じた場合は直ちに使⽤を中⽌してください。

◆携帯電話・スマートフォンのご利⽤について

駅や列⾞内への危険物の持ち込みは法令で禁⽌されております。 また不審者、不審物を
発⾒されたときは、当社係員までお知らせください。 万⼀不審物を発⾒した時は、危険で
すので、 ①触れない、 ②嗅がない、 ③動かさない、 の３原則をお守り下さい。

◆危険物の持ち込み禁⽌、不審物の取扱いについて

◆ホーム上でのお願い
ホームでお待ちの際は、転落防⽌柵がある場合でも柵に寄りかかったり顔や⼿を出したりせず、
ホーム端から離れて⻩⾊い点字ブロックの内側でお待ちください。
点字ブロックを必要とされるお客様のため、点字ブロックの上に⽴ったり荷物を置いたりせず、
点字ブロックを空けてお待ちください。
線路上へ物を落としたときは⼤変危険ですのでご⾃⾝で拾わず係員にお知らせくだ
さい。係員が不在の駅につきましては、ホームもしくは券売機付近のインターホンでお
知らせください。



【防犯⽤具の配備】
お客様に安⼼してご利⽤いただけるよう、主要駅や列⾞内に
「刺⼜(さすまた)」、「防護盾」、「防刃⼿袋」を配備しています。

【⾮常⽤ドアコック】
⾮常事態が発⽣した場合は、このドア
コックを操作すると扉を⼿で開けること
ができます。
但し、ホーム以外では⾞両から転落す
る危険性があり、⾮常ドアコックで扉を
開けると列⾞が⾛⾏できなくなりますの
で、原則として係員の指⽰に従って操
作するようにお願いいたします。
※2両編成の連結部及び扉付近座
席下に設置

【⾮常通報装置】
緊急事態が発⽣した場合は、このボタ
ンを押して乗務員にお知らせください。
なお⾛⾏中にこのボタンを押しますと
緊急停⽌しますのでご注意ください。
※2両編成の連結部に設置

ドアの開け閉めの際、⼾袋に⼿や荷物が引き込まれ、思わぬ怪
我につながる場合がありますので、ドアから離れてお待ちください。
⼩さいお⼦様をお連れの場合は⼿を繋ぐなどご注意をお願いし
ます。また、混雑時にはドア付近に留まらず、通路ではリュックや
⼿荷物を網棚に置くなど、狭い⾞内では周りの⽅へのご配慮を
お願いします。
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◆列⾞内で急病⼈やトラブルなどが発⽣した時は
⾮常通報装置

⾮常⽤ドアコック

⾮常⽤ドアコック

◆列⾞内でのお願い

防護盾

さすまた

暑い時期のハンディファンの使⽤は近くのお
客様の髪の⽑等の巻き込みにご注意くだ
さい。
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⾃動⾞を運転中に踏切内に閉じ込められたら、慌てずに⾞
をそのまま前進させて遮断かん(サオ)を⾞で押して出てくだ
さい。⾞が動かない時は、⾮常ボタンを押すか、⾮常ボタン
がない踏切では列⾞の進⾏⽅向を表⽰器で確認し、発煙
筒等で向かってくる列⾞に合図をしてください。列⾞はすぐに
⽌まれませんので踏切内・線路内には絶対に⽴ち⼊らない
でください。なお、踏切設備の異常や遮断かん折損等の情
報をご連絡いただく際は、踏切警報機の柱などに表⽰され
ている踏切名称「○○ △号踏切」をお知らせください。

◆踏切に閉じ込められたら

踏切で警報機が警報動作を始めている時や遮断かん(サオ)が降り始めたら、⼤変危険です
ので、踏切の中に⼊らないで下さい。
警報中にくぐったり、⼀旦停⽌せずに無理やり突破したり、無謀な踏切横断⾏為が⾒受けら
れます。列⾞の運⾏に⽀障が出るだけでなく⼤きな事故につながる危険な⾏為です。
警報機が鳴り始めたら踏切の中には絶対に⼊らないでください。また警報機が鳴っていないと
きでも、必ず⼀旦停⽌して左右の安全を確かめてから渡りましょう。

◆警報機が鳴り始めたら、踏切に⼊らないで下さい

折損した遮断かん（サオ）

警報機柱の踏切名称表⽰

鉄道の安全確保のためには⽇常の保守、メンテナンスが⽋かすことができません。⼯事の⽅法、
期間に関してもできる限りご迷惑のかからないよう検討し、進めてまいります。
沿線の皆様には夜間作業をはじめ、⼤変ご迷惑をお掛けしますが、ご理解ご協⼒のほどよろ
しくお願いいたします。

◆沿線にお住いの皆様へ



１０．ご連絡先１０．ご連絡先

遠州鉄道株式会社 安全報告書 （鉄道事業） 2026年7⽉発⾏

遠州鉄道株式会社 鉄道営業所

所在地 静岡県浜松市中央区⻄ヶ崎町６８６－１

電 話 ０５３－４３５－０２２１

ＦＡＸ ０５３－４３５－０２２３

営業時間 平⽇・⼟曜 ９︓００〜１８︓００
⽇曜・祝⽇ ９︓００〜１７︓００

Ｅメール tetsudo@entetsu.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ https://www.entetsu.co.jp/tetsudou/
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第一編 総則 

第一章 目的等 

 

（目的等） 

第１条 この安全管理規程（以下「本規程」という。）は、鉄道事業法（昭和六十一年法律

第九十二号。以下「法」という。）第十八条の三第２項の規定に基づき、輸送の安全を確

保するために遵守すべき事項を定めることにより、輸送の安全の水準の維持及び向上を

図ることを目的とする。 

２．輸送の安全の確保については、法、鉄道営業法（明治三十三年法律第六十五号）、その

他の輸送の安全の確保に関する法令の規定並びに、鉄道に関する技術上の基準を定める

省令（平成十三年国土交通省令第百五十一号。同省令第三条）の規定による実施基準及

びこれに関連する規程のほか、本規程に定めるところによる。 

 

第二章 輸送の安全を確保するための基本的な方針等 

 

（安全に関する基本的な方針） 

第２条 取締役社長及び役員は、安全第一の意識をもって事業活動を行える体制の整備に

努めるとともに、鉄道施設、車両及び社員を総合活用して輸送の安全を確保するための

管理の方針その他事業活動に関する基本的な方針を定め、安全の確保に関する業務の実

施状況等を踏まえ、必要に応じ見直すものとする。 

２．取締役社長、役員及び社員（鉄道事業に関係する社員を指し、社員に準ずる者を含む）

（以下「社員等」という。）の安全に係る行動規範は、次のとおりとする。 

（１）一致協力して輸送の安全の確保に努めます。 

（２）輸送の安全に関する法令及び関連する規程等（本規程を含む。以下「法令等」とい

う。）をよく理解するとともにこれを遵守し、厳正、忠実に職務を遂行します。 

（３）常に輸送の安全に関する状況を理解するよう努めます。 

（４）職務の実施に当たり、推測に頼らず確認の励行に努め、疑義のある時は最も安全と

思われる取り扱いをします。 

（５）事故、事故のおそれのある事態、自然災害等その他輸送の安全確保に支障を及ぼす

おそれのある事態（以下「事故・自然災害等」という。）が発生したときは、人命救

助を最優先に行動し、すみやかに安全適切な処置をとります。 

（６）情報は漏れなく迅速、正確に伝え、透明性を確保します。 

（７）常に問題意識を持ち、必要な改革に努めます。 

３．第１項の方針に基づき策定した中期経営計画（鉄道部門）は３年毎に見直すものとし、

当該計画及びこれに基づく取り組みの実績については、毎年度、これをとりまとめ安全

報告書に含めて公表する。 
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第三章 輸送の安全を確保するための事業の実施及び管理の体制 

第一節 輸送の安全の確保に関する組織体制 

 

（取締役社長の責務） 

第３条 取締役社長は、輸送の安全確保に関する最終的な責任を負う。 

２．取締役社長及び役員は、輸送の安全を確保するための鉄道事業の実施及び管理の体制

を整備するとともに、鉄道事業の実施及び管理の方法を定めるものとする。 

３．取締役社長及び役員は、鉄道事業の遂行に際し、施設、車両、輸送、要員、投資、予

算その他の必要な計画の策定に際し、次条に掲げる者その他必要な責任者に対し、安全

性及び実現可能性の観点からの検証を行わせるものとする。 

４．取締役社長及び役員は、輸送の安全を確保するため、鉄道事業の実施及び管理の状況

を把握し、必要な改善を行うものとする。 

５．取締役社長及び役員は、法第十八条の三第２項の規定による安全統括管理者のその職

務を行う上での意見を尊重するものとする。 

６．取締役社長及び役員は、事故・自然災害等の規模や内容等に応じ、対策本部の設置や

責任者、対応方法その他必要な事項を定め、社員等に周知・徹底しなければならない。 

 

（組織体制） 

第４条 当社の鉄道事業における安全の確保に関する体制は、第１図のとおりとし、各々

の責任者の役割及び権限は、次に掲げるとおりとする。 

〈取締役社長、管理者相互間の指揮命令系統を示す図〉 

（１）安全統括管理者 ：輸送の安全の確保に関する業務を統括する。 

（２）運輸事業部長  ：安全統括管理者の命を受け、輸送の安全の確保に関し、指導監

督を行う。 

（３）運転管理者   ：安全統括管理者の指揮の下、運転に関する事項を統括する。 

（４）乗務員指導管理者：運転管理者の指揮の下、運転士の資質の保持に関する事項を管

理する。 

（５）施設管理者   ：安全統括管理者の指揮の下、施設に関する事項を統括する。 

（６）車両管理者   ：安全統括管理者の指揮の下、車両に関する事項を統括する。 

（７）人事部長    ：輸送の安全の確保に必要な人員計画に関する業務を統括する。 

（８）総務部長    ：輸送の安全の確保に必要な設備計画、投資計画、予算計画に 

            関する事項を統括する。 

２．前項の責任者の選任、解任等については、これを社員等に周知することにより、輸 

送の安全の確保に関する責任体制を明確にするものとする。 
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３．安全統括管理者、運転管理者その他の管理者は、輸送の安全の確保に関し、運転や鉄

道施設、車両の計画に必要な基礎的情報その他の必要な情報に係る相互の連絡を緊密に

し、打ち合わせを正確に行うことにより、各々の業務を適切に遂行し、管理しなければ

ならない。 
４．各管理者が事故等によりその職務が遂行できない場合には、その職務を適切に行うこ

とができる者に代行させる。 

 

（安全統括管理者の選任及び解任） 

第５条 安全統括管理者は、法及び鉄道事業法施行規則（昭和六十二年運輸省令第六号。

以下「規則」という。）で定める要件を満たす者であり、安全に関して十分な知識及び経

験を有する者として取締役のうち運輸事業本部長を充てる。 

２．安全統括管理者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該管理者を

解任する。 

（１）人事異動により安全統括管理者の要件を満足しなくなったとき。 

（２）国土交通大臣の解任命令が出されたとき。 

（３）身体の故障その他やむを得ない事由により職務を引き続き行うことが困難になった

とき。 

（４）関係法令等に違反する等により、安全統括管理者がその職務を引き続き行うことが

輸送の安全の確保に支障を及ぼすおそれがあると認められるとき。 

 

第二節 安全統括管理者等の責務 

 

（安全統括管理者の責務） 

第６条 安全統括管理者は、輸送の安全の確保に関し、次に掲げる責務を有する。 

（１）鉄道施設、車両、運転取扱いの安全性及び相互の部門間の整合性を確保するととも

に、安全確保を最優先し輸送業務の実施及び各部門間を統括管理すること。 

（２）社員等に対し、関係法令等の遵守と中期経営計画への取組みの着実な実施により、

安全第一の意識を徹底させること。 

（３）輸送業務の実施及び管理の状況について、随時、確認を行い、必要な改善の措置を

講ずること。 

（４）輸送の安全の確保に関する事業運営上の重要な決定に参画し、取締役社長又は役員

その他必要な者に対し、輸送の安全の確保に関し、その職務を行う上での必要な意見を

述べること。 

（５）輸送の安全の確保に関し、事故・自然災害等その他必要な情報を収集し、第４条の

運転管理者やその他必要な者にこれを周知し又は必要な指示を行うこと。 
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（運転管理者の選任及び解任） 

第７条 運転管理者は､法及び規則に定める要件を満たす者であり、運転に関して十分な

知識及び経験を有する者として鉄道営業所長又はこれに準ずる者を充てる。 

２．第５条第２項の規定は、運転管理者の解任について準用する。 

 
（運転管理者の責務） 

第８条 運転管理者は、運転関係の係員及び鉄道施設、車両を総合的に活用し安全で、安

定した輸送を確保するため、運行計画の設定及び変更、乗務員及び車両の運用、列車の

運行の管理、乗務員の育成及び資質の保持その他運転に関する業務を管理する責務を有

する。 

２.運転管理者は人員計画、設備計画、投資計画、予算計画、その他必要な計画の検討に当

たり、社員、設備の状況その他の事項を総合的に勘案し、安全性及びその実現可能性の

検証を行う。 

３．運転に関する業務のうち、乗務員の資質の保持に関するものを補佐させるため、乗務

員指導管理者として運輸区長及び工務区長を充てる。 

４．乗務員指導管理者は、運転管理者を助け、次に挙げる業務を行う責務を有する。 

（１）乗務員の資質（適性・知識及び技能）の維持管理に関する事項。 

（２）乗務員の資質の充足状況に関する定期的な確認及び運転管理者への報告に関する事

項。 

５．運転に関する業務のうち、乗務員の育成に関する業務については、運輸区長が行い、

乗務員及び車両の運用の業務については、主席運転助役が行う。 

６．前項の場合において、運輸区長、主席運転助役は、業務の管理に必要な事項について

は運転管理者に報告を行い又はその指示を受けるものとする。 

７．運転管理者は、輸送計画その他の必要な計画の検討に当たり、運転関係の係員、鉄道

施設及び車両の状況その他の事項を総合的に勘案し、安全性及び実現可能性の検証を行

うものとする。 

８．運転管理者は、運転関係の係員に対する教育・訓練を適切に管理するものとする。 

９．運転管理者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者との連絡、調整を密にする

ものとする。 

１０．運転管理者は、輸送の安全の確保に関し、必要な情報を安全統括管理者、乗務員指

導管理者、主席運転助役及びその他必要な責任者に伝達し又は必要な情報を受けるもの

とする。 

 

（施設管理者及び車両管理者の責務） 

第９条 輸送の安全の確保に関し支障を及ぼすおそれのないよう鉄道施設及び車両を維

持管理するため、施設管理者及び車両管理者として工務区長を充てる。 
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２．施設管理者及び車両管理者は次に掲げる業務を管理する責務を有する。 

（１）鉄道施設の建設改良、及び保守（以下「工事等」という。）及び車両の構造、機能の

改良、維持に係る管理体制及び整備・維持管理計画の作成、変更に関する事項。 

（２）鉄道施設及び車両の構造、仕様と運転取扱いに係るそれぞれの整合性の確保に関す

る事項。 

（３）鉄道施設の工事等に係る作業を行う場合の安全確保に関する事項。 

（４）列車の運転の安全に直接影響を与える鉄道施設の状態、線路の保全に影響のある気

象情報など、運転管理のために必要となる情報の伝達に関する事項。 

（５）鉄道施設及び車両の工事、検査及び保守作業に係る要員の資質の維持・管理に関す

る事項。 

（６）列車の運行に充当する車両の検査及び運用計画と運行計画との調整に関する事項。 

３．施設管理者及び車両管理者は、施設の整備・維持管理計画、車両の検査計画その他の

必要な計画の検討にあたり、施設関係、車両関係の係員、設備・車両の状況その他の事

項を総合的に勘案し、安全性及び実現可能性の検証を行うものとする。 

４．施設管理者及び車両管理者は、鉄道施設及び車両関係の係員に対する教育・訓練を適

切に管理するものとする。 

５.施設管理者及び車両管理者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者とその連絡、

調整を密にするものとする。 

６.施設管理者及び車両管理者は、輸送の安全の確保に関し、必要な情報を安全統括管理

者、運転管理者、乗務員指導管理者、主席運転助役及びその他必要な責任者に伝達し又

は必要な情報を受けるものとする。 

 

（その他の管理者の責務） 

第１０条 運輸事業部長、人事部長及び総務部長は、人員計画、設備計画、投資計画、予

算計画、その他必要な計画の検討に当たり、社員、設備の状況その他の事項を総合的に

勘案し、安全性及びその実現可能性の検証を行う。 
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第四章 輸送の安全を確保するための事業の実施及び管理の方法 

 

（業務報告） 

第１１条 安全統括管理者は、輸送の安全の確保に関する業務を統括管理するため、運転

管理者その他の者に対し業務の実施に関し、不安全行動などの安全を損なう事態などに

ついて、随時報告を求める。 

２．前項の報告内容については、法令違反、重大な怠慢、故意による行為等を除き、原則

として社員等の処罰には使用しない。 

３．安全統括管理者は、第１項の報告について、社員等に対し、輸送の安全の確保に関し、

必要な情報を伝達するよう努めなければならない。 

 

（事故・自然災害等防止対策の検討） 

第１２条 安全統括管理者は、事故・自然災害等、その他輸送の安全確保に資する情報を

分析、整理し、事故・自然災害等防止対策の検討を行い、必要な措置を講ずるものとす

る。 

２．安全統括管理者は、前項の検討を通じて、事故・自然災害等の再発防止又は安全意識

の向上の観点から輸送業務に携わる者に知らしめることが重要である事項については、

社員等が共有できるようにしなければならない。 

 

（事故・自然災害等の報告及び対応） 

第１３条 社員等は、事故・自然災害等に対する責任者、対応方法その他必要な事項をよ

く理解し、事故・自然災害等に対し、必要な対応をとらなければならない。 

２．責任者は、特異な事故・自然災害等が発生し緊急を要する場合等必要に応じ、あらか

じめ定めた責任者の権限を超越して適切かつ柔軟な対応を行わなければならない。 

３．事故・自然災害等の発生を知った者は、あらかじめ定められた方法により、その情報

を速やかに報告しなければならない。 

４．責任者は、法令等の定めにより、関係行政機関に速やかに報告しなければならない。 

５．上記に定める他、具体的な対応については「緊急時における救急体制の整備について」

（昭和四十七年十二月二十二日付け鉄運第三百六号）に基づく「緊急時における救急体

制心得」他以下の規程等による。 

・南海トラフ地震に係る地震防災応急計画 

・異常気象等警備並びに災害対策規程 

・運転取扱心得 
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 (業務の確認) 

第１４条 安全統括管理者又はその命を受けた者は、適宜、各職場に赴き、安全管理体制

の実施状況、輸送に係る業務の実施及び管理の状況を確認することにより、潜在する危

険要因を抽出し、業務改善が必要な事項について的確な措置を講ずる。 

 

（安全管理体制の維持のための教育訓練） 

第１５条 安全統括管理者は、安全管理体制の維持、改善に必要な教育、訓練について適

宜実施しなければならない。 

 

（安全管理規程の整備） 

第１６条 安全統括管理者その他の責任者は、輸送の安全を確保するため、本規程、法令

に基づく実施基準のほか、施設・車両の維持及び運転に関して必要となる基準等を定め、

関係係員へ周知徹底を図る。 

 

（輸送の安全に関する内部監査） 

第１７条 安全統括管理者は内部監査員を指名して、運輸安全マネジメント取組状況等

を点検するため少なくとも一年に一回以上、適切な時期を定めて輸送の安全に関する

内部監査を実施する。又、必要と判断される事例が発生した場合は、上記以外に内部監

査を実施する。 

２．安全統括管理者は、前項の監査が終了した場合はその結果を、改善すべき事項が確認

された場合はその内容を、速やかに取締役社長に報告するとともに、輸送の安全の確保

のために必要な方策を検討し、必要に応じ当面必要となる緊急の是正措置又は予防措

置を講ずる。 

 

（輸送の安全に関する業務の改善） 

第１８条 安全統括管理者は、事故・自然災害等に関する報告又は前条の内部監査の結果

や改善すべき事項の報告があった場合、若しくは輸送の安全の確保のために必要と認

める場合には、輸送の安全確保のために必要な改善に関する方策を検討し、是正措置又

は予防措置を講ずる。 

２．悪質な法令違反等により重大事故を起こした場合は、安全対策全般又は必要な事項に

おいて現在よりも更に高度の安全の確保のための措置を講ずる。 
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（規程､帳票類等の備え付け及び記録の管理等） 

第１９条 本規程その他の輸送の安全の確保に関する基準等､鉄道施設及び車両の構造、

性能に係る帳票類その他の必要な資料等は、必要な部門に備え、適切に保管する。 

２．安全統括管理者の意見及び輸送の安全の確保に関する事業運営上の方針の作成に当た

っての会議の議事録は、記録を作成し、適切に保管する。 

３．前各項に掲げるほか、輸送の安全の確保に必要な文書の管理については、安全統括管

理者の命を受けたものが管理する。 

 

第二編 輸送業務の実施に係る管理の方法 

第一章 運転の管理 

 

（運転の管理体制） 

第２０条 運転の管理に係る体制、指揮命令系統は、第１図のとおりとする。 

〈運転管理者、運転指令、乗務員指導管理者、駅長等の事業実施部門における管理者相互

の指揮命令系統を示す図〉 

 

（運行計画） 

第２１条 運転管理者は、輸送計画の具体化の際、設定しようとする運転曲線図を基に、

次に掲げる事項を勘案し、列車設定に係る計画（以下「運行計画」という。）の安全性及

び実現可能性を検証する。 

（１）停車場間の所要時間 

（２）停車場における乗降の状況 

（３）行き違い設備、信号設備、電力設備等による制約条件 

（４）乗務員及び車両の運用に係る制約条件 

（５）その他運行計画の円滑な実施に係る事項 

２．前項の運転曲線図は、使用する車両の性能（加減速、最高速度、曲線通過性能）、曲線

及びこう配等の線路条件、運転士の操縦状況を考慮したものでなければならない。 

３．運行計画の設定、変更については、作成されたものを運転管理者が確認する。 

４．運転管理者は、運行計画の設定及び変更に当たって車両性能､線路条件及び曲線等の

制限速度に関し、運輸区長、工務区長との連携を図り､適切な対応を行うほか、これに係

る必要な帳票類を整備する。 

 

（乗務員の運用計画） 

第２２条 乗務員運用は、乗務員の労働時間、乗務時間等が平準化されるよう計画すると

ともに、定められた勤務に係る制約条件に適合するものでなければならない。 
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（車両の運用計画） 

第２３条 車両運用は、充当する列車の運行上求められる車両の構造及び性能、運行する

区間の線路構造及び運転保安設備、車両の検査時期等を考慮し、輸送の安全確保に支障

を生じないよう計画しなければならない。 

 
（乗務員の資格要件の管理） 

第２４条 乗務員指導管理者は、乗務員の資質の充足状況について、運転管理者から示さ

れた指示等に基づき、継続的かつ定期的に確認する。 

２．乗務員指導管理者は、前項の確認を通じて、乗務員の身体機能、精神機能、知識及び

技能について、資格要件に適合していないおそれがあると認められる場合については、

乗務の一時停止、添乗指導等の措置を講じるとともに、その状況をとりまとめ運転管理

者に報告する。 

３．運転管理者は、乗務員の資質の充足状況に疑義のある報告を受けた場合は、乗務員指

導管理者の意見を踏まえ、速やかに対応措置を決定する。 

４．乗務を一時的に停止した乗務員のうち、知識及び技能に関する教育訓練により資質の

向上が期待された者について、乗務員指導管理者は、教育計画を策定し、教育終了後に

その効果の確認を行い、再乗務の可否の判断を行い、その結果を運転管理者へ報告する。 

 

（運転士の資質等の報告） 

第２５条 運転管理者は､鉄道事業動力車操縦者資質管理報告規則第二条に基づき、中部

運輸局長に報告するための運転士の資質の充足状況等に関する次に掲げる事項をとり

まとめなければならない。 

（１）運転士の運転免許番号、適性検査（身体機能検査及び精神機能検査）の結果等 

（２）運転取扱誤りを生じさせた回数、教育（定例及び再教育）の実施状況等 

２．運転管理者は、鉄道事業動力車操縦者資質管理報告規則第三条に該当するものが生じ

た際は､中部運輸局長に報告すべき事項を遅滞なくとりまとめなければならない。 

 

（運転関係係員の育成及び資質の維持・管理） 

第２６条 列車等の運転に直接関係する作業を行う係員（以下「運転関係係員」という。）

の適性、知識及び技能の保有に関する管理の方法、手順等は「運転関係係員適性検査実

施要領及び運転関係係員教育訓練規程」に定めるところによる。 

２．乗務員指導管理者は、作業前、作業中その他適当な時に運転上必要な事項について、

「運転取扱心得及び鉄道係員服務規程」に基づき、報告を求め、又は指示を与える等適

切な監督を行う。 

３．乗務員指導管理者は、所属する運転関係係員の資質の状況を記録し、その推移を確認

できるよう管理する。 
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４．運転管理者は、運転関係係員の資質の維持管理に関する事項について、必要な指示を

する。 

 

（列車の運行の体制） 

第２７条 運転指令は､運転管理者の監督の下、路線及び運行の形態、施設の状況等を勘

案し、次に掲げる事項を実施する。 

（１）輸送混乱時の運行状況の把握 

（２）運転整理等の運行計画の臨時変更 

（３）閉そく方式の変更など運転保安上の重要な指示 

（４）異常気象等の情報収集及び伝達 

（５）列車運行に支障を及ぼすおそれのある工事等の着手承認及び終了後の運行の可否に

係る情報連絡  

２．乗務員、運転指令、駅長等の列車の運行に携わる者は、列車の運行状況、線路の状況、

異常気象などの情報の把握に努め、列車の安全な運行に支障を生ずるおそれがあるとき

は、全てに優先して迅速、的確な措置を講ずる。 

３．事故・自然災害等により線路内で作業を行うため、運行を一時停止した区間の運行の

再開については、現場の安全確認がなされた後、運転指令によって行う。 

４．事故・自然災害等により列車の運行が乱れたときに運行計画を臨時に変更する場合は、

運転指令によって行うものとし、指令の伝達の正確を期すため乗務員、運転指令、駅長

等の列車の運行に携わる者相互の連絡、確認を行う。 

５．運転管理者は、台風その他の異常気象により全線の列車運行に安全その他の支障を生

じるおそれがあると認めるときは、運行計画にかかわらず、運行の停止その他の適切な

措置を講じる。 

６．列車の運行状況、関係者の連絡、その他の運行を的確に行うための措置等に関する情

報については、これに記録し、保存する。  

 

（事故・自然災害等の緊急事態が発生した場合等の処置） 

第２８条 列車の運行に携わる者は、事故・自然災害等その他の緊急を要する事態が発生

したときは、被害者の救済その他被害の拡大防止のため、「緊急時における救急体制の

整備について」（昭和四十七年十二月二十二日付け鉄運第三百六号）に基づく「緊急時に

おける救急体制心得」他、第 13 条第 5 項に定める規程により、迅速かつ的確に対応す

る。 

２．鉄道係員は、救急活動等のため、鉄道係員以外の者が線路内に立ち入る必要があると

きは、運行の停止その他の安全確保のための措置を講じる。 
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（運行管理等運転業務の受委託） 

第２９条 他の鉄道事業者等との間における運行管理等運転業務の受委託に関しては一

切これを行ってはならない。 

 

第二章 鉄道施設の管理 

 

（鉄道施設の管理の体制） 

第３０条 鉄道施設の管理に係る体制、指揮命令系統は、第２図のとおりとする。 

〈施設管理者、車両管理者、運転管理者等の事業実施部門における管理者相互の指揮命令

系統を示す図〉 

２．施設管理者は、鉄道施設の新設又は改良にあたり、安全性及び信頼性の向上の必要性、

車両及び将来の運行計画との整合性等を勘案し「軌道・建造物実施基準及び電気関係設

備実施基準」に基づき整備計画を策定し、安全統括管理者に報告する。変更した場合も

同様とする。 

３．施設管理者は、鉄道施設の新設又は改良工事の施工管理については、実施基準に基づ

き必要な教育を受け適正・技能・知識を有する者を充てるものとし、施工管理を担当す

る者は、列車等の運行の安全確保、接触事故防止及び感電防止に努めるものとする。 

４．施設管理者は、鉄道施設の新設又は改良工事の竣工した場合には、実施基準に基づき

竣工検査を行うものとする。 

５．施設管理者は、鉄道施設の保守について検査計画、検査結果のとりまとめ、維持管理

計画を策定し、必要に応じ安全統括管理者に報告する。変更した場合も同様とする。 

６．施設管理者は、鉄道施設の保守について検査及び修繕に係る作業の方法、手順等を以

下の基準等に定め、これを関係者に周知し、徹底する。 

・ 電気関係整備心得 

・ 軌道整備心得 

・ 保安装置整備心得 

・ 建造物整備心得 

・ 線路検査基準 

７．施設管理者は、あらかじめ定めた周期に基づき検査を確実に実施し、その結果に基づ

き施設を列車等が安全に運転できる状態に保持する。 
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（工事、保守等を行う場合の安全確保事項） 

第３１条 施設管理者は、工事等を行うに際しては、計画段階から列車の運行の安全確保

及び触車事故防止の観点に立ち、内容について確認する。 

２．工事等に携わる係員（請負業者を含む。以下「工事等係員」という。）は、工事等の施

工段階において、作業内容等に応じ関係者と作業内容、作業方法、作業手段について十

分打ち合せを行う。 

３．工事等係員は、作業着手前、作業中、作業終了後において、列車の運行状況の把握や

軌道変状等の不具合事象の発生時の対応（関係箇所への連絡通報体制を含む。）、作業後

の安全確認を実施し、列車の運行に支障を及ぼすおそれがある場合等必要に応じ、施設

管理者及び運転管理者に連絡する。 

４．施設管理者は、線路を閉鎖又は保守間合いにおいて工事等を行う場合は、「工務関係従

事員触車防止規則」の遵守について、これを工事等係員に周知し、徹底するものとする。 

５．工事等係員は、線路を閉鎖又は保守間合いにおいて工事等を行う場合は、運転指令と

緊密な連携を維持し、必要な確認及び報告を行う。 

６．施設管理者は、工事等係員に対し、工事等に伴う列車の安全確保のため、列車の運行

状況等の必要な情報を提供する。 

７．施設管理者は、工事等係員に対し、他の事業者や他の現場で発生した事故等に係る情

報の入手に努め、周知を図る。 

８．施設管理者は、運転指令その他必要な者に対して、列車運行に支障を及ぼすおそれの

あるときには速やかに情報連絡する。 

 

（工事等係員の資質管理） 

第３２条 施設管理者は、工事等係員の適性、知識及び技能の保有に関する管理の方法、

手順を定める。 

２．施設管理者は、工事等係員（運転関係係員に限る。）の資質の充足状況について、継続

的かつ定期的に確認する。 

３．施設管理者は、工事等係員（運転関係係員に限る。）の資質の状況を記録し、その推移

を確認できるように管理する。 
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（鉄道施設の工事等の委託） 

第３３条 工事等を部外に委託する場合には、列車の運行の安全確保、接触事故防止及び

感電防止について、委託業務に関する契約書、工事仕様書等において定めたうえで施工

させるものとする。 

２．工事等を部外に委託する場合、工事等の範囲、内容及び工事等に必要な情報の管理（異

常時における連絡通報体制を含む。）、請負者の業務管理体制、教育訓練体制及び係員に

必要な資格、工事等を遂行する上で必要な事項を示した契約書、工事仕様書等を請負者

と締結する。 

３．施設管理者は、工事等の実施にあたり、工事等が契約書、工事仕様書等の通りに履行

されるよう、請負者を指導する。 

４．施設管理者は、工事等の完了にあたり、工事等が契約書、工事仕様書等の通りに履行

されていることを確認する。 

 

第三章 車両の管理 

 

（車両の管理の体制） 

第３４条 車両の管理に係る体制、指揮命令系統は、第２図のとおりとする。     

〈車両管理者等の事業実施部門における管理者相互の指揮命令系統を示す図〉 

２．車両管理者は、車両の新製又は改良にあたり車両の構造、機能の状況、安全性及び信

頼性の向上の必要性、鉄道施設及び運転の将来計画との整合性等を勘案し、車両関係実

施基準に基づき整備計画を作成し、安全統括管理者に報告する。変更した場合も同様と

する。 

３．車両管理者は、車両の新造、改良の実施にあたっては、車両関係実施基準に基づき施

工中や完了(受け取り)の際の検査の方法、手順等について定め、関係者に周知、徹底す

る。 

４．車両管理者は、車両の保守について車両関係整備心得に基づき検査計画、工事・補修

計画を策定し、必要に応じ安全統括管理者に報告する。変更した場合も同様とする。 

５．車両管理者は、車両の保守について検査及び修繕に係る作業の方法、手順等を車両関

係整備心得に定め、関係者に周知し、徹底する。 

６．車両管理者は、あらかじめ定めた周期に基づき検査を確実に実施し、その結果に基づ

き車両を安全に運転できる状態に保持する。 
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（車両関係係員の資質管理等） 

第３５条 車両管理者は、車両の保守に係る係員の知識及び技能の保有に関する管理の方

法、手順等を定める。 

２．車両管理者は、車両の保守に係る係員が作業を行うのに必要な知識及び技能を保有し

ていることを定期的に確認する。 

 

（車両工事等の委託） 

第３６条 車両管理者は車両の改良及び保守の工事（以下「車両工事等」という。）を部外

に委託する場合、車両工事等の種類、範囲、作業に必要な情報の管理（異常時における

連絡通報体制を含む。）、請負者の品質管理体制、作業に必要な資質及び教育訓練体制、

その他車両工事等を遂行する上で必要な事項について、委託業務に関する契約書、工事

仕様書等に定めたうえで施工させるものとする。 

２．車両管理者は、車両工事等の実施にあたり、車両工事等が契約書、工事仕様書等の通

りに履行されるよう、請負者に指導する。 

３．車両管理者は、車両工事等の完了にあたり、車両工事等が契約書、工事仕様書等の通

りに履行されていることを確認する。 

 

平成 18年 10月 1日施行 
平成 21年 4月 1日一部改正 
令和 3年 7月 16日一部改正 

                          令和 6年 7月 1日一部改正 
令和８年 7月 1日一部改正 
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第１図 安全の確保に関する体制および運転の管理に係わる体制 
 
第４条 
第 20条 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主席 
運転助役 

駅長 
車両 

技術助役 
電気 
技術助役 

保線 
技術助役 

運転指令 

検修担当 

人事部長 

凡例 
      安全管理指揮命令系統及び運転管理指令系統 
  
      運転管理連絡系統 

運輸事業本部長 
【安全統括管理者】 

鉄道営業所長又はこれに準ずる者 
【運転管理者】 

取締役社長 

運輸事業部長 

運輸区長 
【乗務員指導管理者】 

工務区長 
【施設管理者】 
【車両管理者】 

【乗務員指導管理者】 

運転士・車掌 

総務部長 
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第２図 鉄道施設・車両の管理体制 
 
第 30条 
第 34条 

 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主席 
運転助役 

駅長 
車両 

技術助役 
電気 
技術助役 
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人事部長 

凡例 
         安全管理指揮命令系統 
   

       運転管理連絡系統 

運輸事業本部長 
【安全統括管理者】 

鉄道営業所長又はこれに準ずる者 
【運転管理者】 

取締役社長 

運輸事業部長 

運輸区長 
【乗務員指導管理者】 

工務区長 
【施設管理者】 
【車両管理者】 

【乗務員指導管理者】 

運転士・車掌 

総務部長 
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その他安全管理規程に関し必要な事項を記載した書類 

 

・関係規程一覧 
 

・ 運転取扱心得 

・ 軌道・建造物実施基準 

・ 電気関係設備実施基準 

・ 車両関係実施基準 

・ 電気関係整備心得 

・ 軌道整備心得 

・ 保安装置整備心得 

・ 建造物整備心得 

・ 線路検査基準 

・ 車両関係実施基準細則 

・ 鉄道係員服務規程 

・ 緊急時における救急体制心得 

・ 南海トラフ（大規模）地震に係る地震防災応急計画 

・ 異常気象等警備並びに災害対策規程 

・ 運転関係係員適正検査実施要領 

・ 運転関係係員教育訓練規程 

・ 工務関係従事員触車防止規則 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


